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２．ICT活用施策 

【 ICT 活用施策 １－１】 暮らしの質の向上（生活） 

利便性が高く、快適な生活を実現するために ICTやデータを活用し、生活の満足度を高
め、札幌を選び、ここで暮らしたいと考える人を増やす。 

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

市政情報の
入手 

■ 市民のインターネット利用率は 7 割を超え、スマートフォンによるイン
ターネット利用者がパソコン等による利用者を抑えて最多となってい
る。特に、若年層を中心としたSNSの利用等、市民の ICT 環境やニーズ
が大きく変化しているため、SNSの特性や ICT環境などを踏まえた新た
な情報発信の手法を検討していく必要がある。 

■ 札幌市が生活の利便性の向上に向けて実施する、ICT やデータの活用に
関する取組を発信する場が必要である。 

■ パソコン、スマートフォンなど、あらゆ
る情報機器を使い、いつでも簡単に、行
政からの情報を収集できる。 

■ 障がい者、外国人、観光客など、様々な
立場や環境の人が、市政情報をできるだ
け早く、わかりやすく、活用しやすい形
で収集できる。 

■ 札幌市における ICT やデータ活用の取
組への期待が高まり、札幌で暮らしたい
と考える人が増える。

公共交通の
利便性向上

■ 「公共交通の便利さを進める事業」に対し、市民の約 7 割が力を入れて
ほしいと考えており、公共交通の利便性向上に関する検討や雪による交
通渋滞という季節的な交通問題に対する利便性の向上が課題である。

■ 公共交通の次世代連携の推進 NEW
ICT を活用した各交通機関の連携によるシームレスな移動
環境の実現に向けた取組を進める。

■ バスロケーションシステム 79の活用 
バスロケーションシステムの活用により、バス待ち環境の改

善や計画的な移動手段の選択などの利便性向上を図る。

■ スマートフォン等で簡単に予約・決済な
どができ、利便性の高い公共交通機関の
利用が実現される。

■ 公共交通機関の利用が促進されマイカ
ー利用が減少することにより、渋滞や大
気汚染、地球温暖化に係る環境負荷が改
善される。また、歩く機会が増え、歩数
増による健康寿命の延伸が実現する。 

エネルギー
利用の
効率化

■ 化石燃料の使用やそれに伴う温暖化、災害時のエネルギー遮断が問題で
ある。 

■ 都心エネルギープランの推進 
低炭素で持続可能なまちづくりに向けて、ICT を活用したエ
ネルギー利用の効率化やスマートエリア防災 80 等のプロジェ
クトを推進する。 

■ 住宅・建築物の光熱費等の見える化推進
住宅やオフィスビル等における環境性能の見える化による

環境性能の高い建築物への誘導と、積雪寒冷地に適した省エネ
オフィスビル「札幌版 ZEB81」のモデル構築により、建築物の
CO２排出量の削減を図る。

■ 環境にやさしく災害に強い持続可能な
まちづくりが実現される。 

■ 行政からの情報発信の強化
市民が必要な市政情報をより手軽に素早く得られるよう、市
役所ホームページの見直しを図るとともに、即時性・直接性・
双方向性に優れているアプリや SNS を活用した新たな情報発
信について検討を進める。 

■ より効果的な情報提供に向けた検討 
AI の活用も視野に入れながら、より多様な情報提供手段の
あり方について検討し、市民や観光客が、必要な市政情報を必
要な時に入手できるようにする。 

■ チ･カ･ホの北２条交差点広場の活用
北２条交差点広場「Sapporo＊north2」（サッポロノースツ

ー）に設置している大型サイネージにおいて、タッチセンサー
や音センサー等の機能を活用し、ICTやデータの活用による効
果を可視化するさらなる情報発信の方法を検討していく。
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市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

生活環境 
・ 

環境衛生 

■ 大型ごみ収集受付について、混雑の解消や夜間申込のニーズに対応する
ため、新たな申込体制を確立する必要がある。

■ 今後火葬件数が増加していく中で、斎場（火葬場）の現在の到着順による
受付方法では、混雑時に受付待ちが深刻化することが想定される。

■ 大型ごみ収集受付の利便性向上 NEW
大型ごみ収集の申込について、インターネットによる受付を新
たに導入し、電話受付との併用することにより市民の利便性向上
を図る。 

■ 斎場利用の混雑緩和 NEW
時間帯ごとの受付上限数を設けるとともに、インターネットを

通じて事前に予約できるようにし、斎場の混雑緩和を図る。

■ 市民生活に密接に関わるサー
ビスの利便性が大きく向上
し、スムーズに手続が完了で
きる。

子育て支援
の 
充実 

■ 子育て世帯の悩みやニーズが多様化していることから、常に最適な子育
て支援サービスを提供することが求められている。 

■ より多くの子どもの声をくみ取ることができるように、新たな相談方法
の検討が必要である。

■ 子育てに係る情報発信の充実 
さっぽろ子育て情報サイトやアプリのコンテンツ等の充実を

図り、子育て世帯が必要な情報を入手し、自分に合ったサービス
を利用できるよう、積極的な情報発信を行う。

■ SNSを活用した悩み相談の実施 
市内の子どもを対象に、SNS を活用した相談が受けられる仕

組みを導入する。 

■ 保育所等の ICT化推進 
保育に関する計画・記録、保護者との連絡、子どもの登降園管

理などといった業務の ICT 化や事故防止のために必要な機器の
導入費用の一部を補助することで、保育園の業務効率化を促す。

■ 子どもが健やかに育つまちづ
くりの実現が図られる。 

■ 親と子の双方に対する支援、
事業者に対する支援環境が充
実し、一層、安心して子どもを
産み、育てることのできるま
ちとなる。 

健康増進 

■ 健康維持、疾病の予防、健康寿命の延伸は、市民が健やかに暮らすための
重要なテーマであり、医療費の抑制を図る上でも着実に健康づくりを進
めていく必要がある。 

■ 働く世代は他の世代に比べて、肥満や糖尿病と指摘を受ける人が多いな
どの健康課題が多く、効果的なアプローチ手法を検証し、確立する必要が
ある。

■ 働く世代を対象とした健康増進 NEW
健康課題の多い働く世代を対象に、健康関連データに基づく分
析やアドバイス、スマートフォン等を活用した健康行動支援など
を行うことで、健康意識の向上や健康行動の継続を促し、将来の
生活習慣病の発症・重症化予防を目指す。 

■ アプリを活用した健康増進 NEW
若者層にも健康づくりに関心を持ってもらえるよう、大学と共

同でウォーキングアプリ 82 の構築と効果検証を行った上で、そ
の活用方法を発信することで、アプリ利用者を増やしていく。

■ 身近なツールを用いて楽しみ
ながら健康づくりを行うこと
で、市民の健康意識が高まり、
疾病の予防と健康寿命の延伸
につながり、健やかに生活で
きる人が増える。 

■ 市民の健康意識の向上、健康
行動の継続につながり、将来
の生活習慣病の発症・重症化
予防される。 

マイナンバ
ーカードの
活用 

■ 市民がマイナンバー制度のメリットをより実感できるデジタル社会を早
期に実現させるために、マイナンバーカードの普及や利便性向上に向け
た施策に取り組む必要がある。

■ マイナンバーカードの利便性・保有メリットの向上、利活用
シーンの拡大 NEW
マイナンバーカード保有者に対するプレミアムポイントの付

与やマイナンバーカードの健康保険証利用など、国の動向に合わ
せた施策を推進する。

■ マイナンバーカードの取得が
促進され、多くの市民がマイ
ナンバー制度による様々なメ
リットを享受することができ
る。

文化振興 

■ 文化財の適切な保存や活用に対する取組が課題となっている。

■ 札幌の文化財を、観光や地域おこしの資源として活用しながら将来に継
承していく必要がある。

■ 歴史文化のまちづくり推進 NEW
市内の貴重な文化財や郷土資料館所蔵資料のアーカイブ 83 化

を図るとともに、ホームページでの情報発信に取り組む。

■ 市民が文化財に興味を持つよ
うになり文化財の保存・活用
への機運醸成につながる。 

■ 官民一体での効率的・効果的
な文化財の保存活用事業の基
礎となる。



58 59

【 ICT 活用施策 １－２】 安全・安心の実現（生活） 

防災、医療・福祉などの生活の質の向上に資する ICTやデータの活用を進め、安全な
環境のもと、市民が安心して暮らせるまちをつくる。 

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

防災対策 

■ 地震・火災・水害などに対する防災対策は、市民の約 8 割が「力を入れ
てほしい施策」に選んでおり、対策が望まれている。 

■ 北海道胆振東部地震などの震災時の経験から、災害時の情報収集、発信、
伝達及び官民連携体制のさらなる強化が求められる。

■ 災害情報の収集・伝達体制の強化 
災害発生時、様々な情報を集約・共有し住民避難等の判断を
支援するとともに、複数の情報伝達媒体へ一斉に情報発信でき
るシステムや、被災者生活再建に必要なシステムを構築する。
さらに、停電時や深夜等、テレビやラジオをつけていない時
間帯や外出時にも災害情報を伝達できる手段の多様化に向け
て、様々な手段の調査・検討を行う。

■ 河川水位情報の公開 NEW
洪水時の河川水位観測に特化した低コストな水位計の技術を
活用するとともに、河川の水位の情報をホームページ上で提供
する。

■ 災害時に、情報が多様な手段を
通じて正確かつ迅速に伝達さ
れる体制が整備され、市民や札
幌を訪れる人が落ち着いて行
動できる環境が実現する。 

■ ホームページで河川の水位状
況を把握できるようにするこ
とで、災害対応に従事する職員
の迅速な初動対応や市民の迅
速な避難等が可能になる。

消防救急 
体制の強化

■ 火災や救急要請等、緊急時に迅速な対応が可能なシステムや体制の維持・
強化が課題である。 

■ 音声による意思疎通が困難な方からの 119 番通報に対応できる体制の
強化が求められている。

■ NET119緊急通報システムの整備 NEW
音声による意思疎通が困難な方が、外出先からでもスマート
フォン等を用いて音声によらずに 119 番通報できるシステム
を導入する。 

■ 迅速な出動体制等の維持に向けた機器更新
消防救急デジタル無線システム、多重無線システム、消防活
動や大規模災害時用のヘリコプターテレビ電送システム等の更
新・整備効率化を図り、迅速な出動体制を構築する。

■ ICTを活用した消防と医療の連携強化
傷病者の救命率向上及び後遺症軽減を図るため、既に導入し

ているタブレット端末を用いて医師への画像伝送や病院受入要
請の効率化を行うなど、引き続き ICTを活用し、医療との連携
を強化する。

■ 火災や救急などといった緊急
時の体制が強化されるととも
に、障がいの有無に関わらず安
心して生活できる環境が実現
する。 

除排雪作業
の 

省力化

■ 除排雪に関する施策は、市民が力を入れてほしいと思う施策のトップ項
目であり、除排雪対策の強化や効率化が大きな課題である。

■ 除排雪作業の担い手である建設業においても従事者の確保が難しくなっ
てきており、その確保や育成が喫緊の課題である。 

■ ICTを活用した除排雪体制の構築 
ICT を活用した除排雪機の一人乗り化により、除排雪作業の
省力化を図る。
GPS を活用した除雪作業日報の作成を支援するシステムに
より、除雪従事者の労働環境の改善を図る。 
関係団体と連携して歩行者などから「つるつる路面」の情報

を収集し効果的な対応を実施するとともに、観光客や冬の道に
不慣れな人でもわかるよう、転倒や落雪など、冬のリスクに対
して身を守るための情報発信を推進する

■ 除排雪体制の維持・安定化やコ
ストの削減を図ることで、安
心・安全で持続可能な冬の道路
環境を実現する。 

■ 市民からの情報発信によって、
官民協働の取組が促進され、危
険なつるつる路面などのリス
クが軽減される。
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【 ICT 活用施策 ２－１】 産業の振興（経済） 

ICT やデータの活用による既存企業の競争力向上、ICT企業の振興を図るとともに、新規
ビジネスの創出や起業、札幌への企業誘致・立地を促進する。 

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

企業の 
生産性と 
付加価値の
向上 

■ 人手不足解消と競争力強化のため、生産性向上が必要である。

■ 市内 ICT 企業は首都圏からの受託開発を多く請け負っており、さらなる
売上向上のためには、受託からの脱却を図り、社会や産業の構造変化に対
応した新たなニーズを調査・発掘する必要がある。

■ 製造業の生産性向上支援 
中小製造業の生産性向上を図るため、その有効な手段である

「IoT導入」のボトルネック 86をモデル事例の創出など一連の
支援施策によって解消し、IoT導入を後押しする。 

■ ICTを活用したビジネス拡大支援 
ICT 産業と他産業との連携による新たな製品開発、サービス
の創出、販売までを網羅的に支援することで、市内 ICT 企業の
売上高増加及び顧客開拓・販路拡大を目指す。

■ ICT やデータの活用が浸透すること
で、人材確保、収益向上、競争力強化等、
主要な経営課題が解決され、企業の生
産性と付加価値が向上する。

スタート 
アップ 
支援 

■ 若年層の雇用創出や定着のため、優れた人材を育み続けているといった
札幌が持つ強みを十分に活用することが必要であり、それらを生かして
多様な取組を行い、新たなビジネスの創出や起業の促進を図る必要があ
る。

■ スタートアップ 87創出の支援 NEW
産学官の連携により、ICT などの先端技術を活用し社会に新

しい価値を生み出す「スタートアップ企業」を創出することで、
ICT 人材・理系人材の受け皿を生み出すとともに、創業しやす
いまち札幌を推進する。

■ 新たな事業のアイデアが次々と生ま
れ、どこよりも早く札幌で実装される
ことで、ビジネスチャンスが創出され、
投資が活性化する。 

先端技術の
活用 
・ 

クリエイテ
ィブ産業の
振興 

■ 市内には ICT 関連企業が集積しており、それらの企業の競争力を高めて
いく必要がある。 

■ 近年話題の e スポーツ 84産業には、多くの産業分野から企業が参画して
いるが、実際にビジネス展開をしている市内企業は少ない。 

■ クリエイター及び他産業企業の双方から、より多くの交流機会創出を求
める声があり、クリエイターと他産業企業のネットワーク構築やマッチ
ング支援に注力し、他産業のクリエイティブ活用事例の創出につなげて
いく必要がある。 

■ xR88技術普及促進支援 NEW
xR 分野において国内市場をけん引しうる企業や技術者を増

加させるため、xR技術に関するイベント等を開催し、xR技術
の普及啓発を図る。 

■ e スポーツを通じたクリエイティブ産業の活性化 NEW
企業向けセミナー等を開催し、クリエイティブ系企業の eス

ポーツビジネス参入機会を創出する。 

■ インタークロス･クリエイティブ･センター（ICC）の活用 
クリエイティブ産業の活性化及び他産業の高度化を目的と

して開設した ICCを最大限に活用し、クリエイティブ産業と他
産業の連携促進及びクリエイティブ人材の育成等に取り組む。

■ 札幌発の技術・サービスが国内外に発
信・提供されることで、企業の競争力や
札幌への注目度が高まる。

札幌の 
魅力発信

■ 人口減少、高齢化による地域づくりの担い手や労働力不足が課題となっ
ており、これを解決する手段として、地域に多様に関わる「関係人口 85」
の増加を図ることが重要である。

■ シティプロモートの推進 
マスメディア、ウェブサイト、SNSの活用による情報発信や

イベント等を通じて、首都圏における札幌に対する支援者、支
援企業等を掘り起こすとともに札幌への愛着を醸成し、誘客等
を促す。

■ 札幌市からの多様な情報発信により、
札幌に魅力を感じる人が増えること
で、関係人口の拡大や人脈形成が進み、
ひいては来札機会の増加、消費の拡大、
移住・定住等、様々な波及効果が生ま
れる。
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市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

観光産業 
の振興 

■ 観光産業は札幌にとって基幹産業の一つであり、来札観光客数も増加傾向
にあるため、今後も全国的に優位性がある北海道の観光資源を生かしなが
ら、観光振興を行っていく必要がある。

■ 増加している外国人観光客の利便性向上に向けた受入環境整備が課題と
なっている。

■ 観光情報発信の強化 
観光情報サイト「ようこそさっぽろ」及び各種 SNS サービ

ス、札幌市公式アプリ「さっぽろいんふぉ」等を活用した複合
的情報発信を行い、コンテンツの充実及び外国人観光客対応の
強化を進める。 

■ 外国人観光客の受入環境の向上 
キャッシュレス決済の導入、無料Wi-Fi89の整備・運用、デジ

タルサイネージ等の観光案内板の設置・運営や地下鉄全駅に導
入している携帯翻訳機の活用により外国人観光客の受入環境の
向上を図る。 

■ ICTを活用した観光マーケティング推進 
観光客の人流データや購買データ等を収集・加工・分析する

ことにより、観光動態を的確に把握し、活用できる環境づくり
を進めるとともに、観光事業者のデータ活用に対する機運醸成
を図る。 

■ 市内周遊交通推進 
ICT を活用した乗合交通の実証実験（乗合タクシー90）を実

施することで、周遊交通への観光客のニーズを把握するととも
に観光客の利便性を高める。

■ 観光客向け交通情報一元化サービス 
各交通機関の運行・遅延情報に関するデータを収集し、一元

化した上で、ホームページや観光案内所のサイネージを用いて
観光客に向けた多言語提供を行う。

■ 観光産業の効果が市内の多くの産業へ
と波及し、経済成長のエンジンとなる。

■ 受入体制とサービスの充実により、観
光客の利便性が高まり、より多くの来
訪者やリピート客が札幌を訪れる。 

■ データに基づき観光客のニーズを予測
することで、新たなサービスの開発・提
供や投資が進み、企業の付加価値向上
や観光客の満足度が向上する。
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【 ICT 活用施策 ２－２】 多様な雇用と働き方の創造（経済） 

雇用機会の創出及び多様な働き方の普及・定着により、就業率の向上を図るとともに、
UIJ ターン等による ICT 活用人材の確保を図る。

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

多様な 
働き方の 
普及 

■ 働き方改革を進め、多様で柔軟な働き方や雇用形態を普及させること
により、働く意志のある人が希望をかなえ、最適な形態で働ける環境を
作ることが必要である。 

■ 多様な境遇にある人が、就業を継続するとともに、場所を選ばずに柔軟
な働き方ができる環境が求められている。

■ テレワーク・業務管理システムの普及促進
市内中小企業等を対象に、テレワーク導入や業務管理システム

導入への補助を実施し、従業員のワーク・ライフ・バランス 91の
向上を目指す。 

■ 障がい者 ITサポートセンターを活用した自立・社会参加の促
進 
障がいのある方を対象としたICTに関する利用相談及び情報提

供、パソコン講習、パソコンボランティア 92の養成・派遣等を実
施する障がい者 IT サポートセンターを活用し、障がいのある方
の自立や社会参加を促進する。

■ 各々のライフステージ 93 やライフス
タイルに合わせた働き方ができる環
境が実現し、より多くの人が活躍でき
る場が増える。 

■ 札幌に居ながらにして、首都圏や海外
の仕事を担う人や企業が増え、所得の
向上と札幌への定住度が高まる。

雇用機会の
創出 

■ 道内理系人材の定着率の低さや市内 ICT 産業の慢性的な労働力不足に
対し、ICT 人材の市外転出抑制及び首都圏からの人材の還流を目的と
した人材確保支援を行う必要がある。

■ 人材を求める業種と求職者の希望業種のミスマッチが生じており、人
材のマッチングを強化する必要がある。 

■ 人材不足を補う手段として、首都圏等からの UIJ ターンを促進するこ
とが必要である。

■ ICT産業の人材確保支援 
ICT 人材の市外転出抑制、首都圏からの人材の還流を目的とし

たUIJ ターンフェアや道内学生に向けた就職フェアのほか、海外
ICT 人材獲得に向けた基礎調査を実施する。 

■ UIJ ターン就職支援、移住者の起業創出 
東京 23 区内でさっぽろ圏内企業等の職業紹介を行う常設窓口

の設置やイベント開催等により、道外在住の学生や社会人のUIJ
ターン就職の支援と企業の採用支援を行う。
さらに、東京圏への一極集中の是正及び地方の担い手不足解消
のため、移住者の移転費用を補助し、UIJ ターンによる就業の促
進、起業の創出を図る。

■ 労働力の充実により、人材不足の解消
のみならず、札幌の良質な人材を評価
した企業による立地・進出、起業が進
み、新たな雇用が生まれる。 

■ 競争力を高めた ICT 企業等への就職
者、UIJ ターン者が増え、人材の定着
が進む。 
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【 ICT 活用施策 ３】 人材の育成（教育） 

ICT やデータを活用した学校教育の推進と環境整備、学生や社会人を対象としたデ
ータサイエンティストの育成などを通じて、ICT やデータ活用のリーダーとなる人材
の育成を行う。

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

学校教育に
おける 
情報化 

■ 小学校のプログラミング教育 94 必修化等、教育における ICT 活用に関
する国の方針や動向を踏まえ、学校において適切な ICT 利用環境を整備
する必要がある。 

■ 学校への ICT機器やソフトウェアの導入と更新、情報教育を行う教員の
資質向上等、ICT教育を推進するための環境整備が必要である。

■ 教育の情報化推進 
タブレット端末等の機器や教材を整備し、授業での効果的な

活用を進めることで、急速な情報化・グローバル化 96に対応す
るとともに、子どもたちの学ぶ力をより一層向上させる。

■ 課題探究的な学習モデル推進 
ICT を活用し、豊かな国際感覚や課題発見・解決能力を身に付
けたグローバル人材の育成を目的とした課題探究的な学習モデ
ルを推進する。

■ ソフト・ハード、人材の全ての面で、学
校における ICT 利用の基礎が構築され
る。 

■ 学校教育において、自ら課題を見つけ、
自ら学び、自ら問題を解決することが
できる人材の育成が進む。

情報モラル
教育 

■ ICT の進展に伴い、情報モラル 95の重要性が高まっていることから、小
中学校における情報モラル教育の徹底を図るとともに、ICT活用能力を
さらに高める教育が必要である。 

■ スマートフォンやタブレット端末等の利用の低年齢化が進んでいるこ
とから、SNS等を入口として、未成年者が犯罪やいじめに巻き込まれる
可能性が増加している。

■ 情報モラル教育の実施 
情報化社会の倫理や法の理解と順守、自らの身を守るために
必要な知識の習得等、小中学校での情報モラル教育の徹底を図
る。

■ 情報モラルを守り、ICT の特質と利点
を活用しながら自ら学ぶ人材が育ち、
ICT やデータの適正な活用がより一層
進む。

家庭教育の
推進 

■ 家庭における教育力の低下が指摘される中、今後は家庭教育の重要性に
ついて発信することが必要となっている。

■ 家庭教育の推進 
「さっぽろ家庭教育ナビ」のコンテンツ充実を図り、家庭教育
について気軽に学べるよう情報発信を行う。

■ 親同士の交流の場や学習機会を提供す
ることで、子どもを取り巻く社会問題
の解決につながる。

ICT 活用 
人材の育成 

■ Society 5.0 の実現につなげるために、多様な分野と連携し、次世代の
日本を支えるイノベーション創出を担う人材の育成を行う必要がある。

■ ICT人材の育成 
地元 ICT企業や大学との連携体制を構築し、若年層の自発的

なICT学習やICTの高度利用ができる人材の育成を促進すると
ともに、若年層の ICT企業への理解を深めるイベント等を実施
する。 

■ 産学官の連携による専門人材の育成 
道内の産学官が連携し、学生や社会人を対象としたデータサ
イエンティスト育成事業を推進する。

■ 優れた人材の活躍により、市民の発意
で生活や活動に有効なシステムやサー
ビスが数多く提供される。 

■ ICT やデータを高度に扱える人材が育
成され、市内の産業や ICT 活用の担い
手として活躍する。
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【 ICT 活用施策 ４】 効率的で信頼される行政（行政）

新規事業の実施において積極的に ICTやデータの活用を検討するとともに、ICT の効果
的な活用や保有する情報・データの提供・公開を行うなど、信頼され、質が高く、低コス
トな行政運営を実現する。

関連するSDGs のゴール

市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

行政サービ
スのオンラ
イン化 

■ デジタル手続法で定められている「デジタルファースト」、「ワンスオ
ンリー」、「コネクテッド・ワンストップ」の原則に対応していく必要
がある。 

■ 市民の多様化するニーズを把握した上で、制度等の改正の検討も含め、
行政サービスのオンライン化を進めていく必要がある。

■ 行政サービスのオンライン化・効率化の推進
申請件数が多く、導入効果の高い手続を優先して行政手続の

オンライン化を推進する。 
マイナンバーカードを活用することで、厳格な本人確認を要
する手続のオンライン化の拡充や情報連携による効率化を図
る。

■ 文書の入手、行政手続、申請等が、時間
と場所を選ばずに可能となる。

個人情報の
保護 

■ 自分の個人情報がどう使われているかわからないなど、個人情報保護に
不安を持つ市民が多いことから、法令及び札幌市個人情報保護条例 97に
基づく適正な利用や、安全管理措置の徹底を図る必要がある。 

■ ICT の進歩等に伴う情報セキュリティ環境の急速な変化に柔軟に対応す
ることが求められており、技術動向に合わせて情報セキュリティ対策に
取り組んでいく必要がある。

■ 情報セキュリティ対策の実施 
市民のプライバシー、財産を守り、行政事務の安定的な運営を

行うために、強固な情報セキュリティ対策を施すとともに、職員
に対し情報資産 98の適切な取扱いに関する研修等を実施する。

■ 情報セキュリティ対策と個人情報の保
護に関する職員の意識の醸成と対応ス
キルの高度化が進み、市民や企業から
の信頼が高まる。 

デジタル 
デバイド 
対策 

■ ICT 活用による利便性向上を図る一方で、受益者側の環境の違いなどに
よる格差が広がらないように対応していく必要がある。 

■ できるだけ多くの人が ICT を活用したサービスを享受できるよう留意
する必要がある。 

■ 様々な利用環境の人への対応
インターネットを利用できない人や外国人などが不利益を被

ることのないよう、情報発信手段の多様化を図ることで必要な
情報を入手し、サービスを受けられるよう対応する。 
また、ホームページでの情報発信に当たっては、札幌市公式ホ

ームページに関する基本方針やガイドライン、ウェブアクセシ
ビリティ 99 方針に従い、ユニバーサルデザイン 100 に配慮した
発信を行う。

■ 個人の状況に適した多様な手段で情報
の入手やサービスが受けられる。 

窓口等の 
利便性
向上 

■ 障害者手帳を所持している人の約 4 割が意思疎通上の困難を抱えてい
る。 

■ 約 7割の市民が、障がいのある人にとって情報の取得や意見提出が行い
にくいまちだと感じている。

■ 障がい者のコミュニケーション支援 
各区役所や視聴覚障がい者情報センター等に設置したコミュ

ニケーション支援システム（タブレット端末）について、遠隔手
話通訳等を使用できるよう整備する。

■ スムーズに意思疎通ができるようにな
ることで、手続が迅速に完了する。
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市民のニーズや課題 ICTやデータの活用 こう変える

行政の
効率化

■ ICT の活用によって行政の業務効率を高めるとともに職員の働き方改革
を含め、質の高い行政サービスの実現と効率化の両立を図る必要がある。

■ 市役所の内部努力による効率的かつ効果的な行政運営とコスト縮減を進
める一方で、市が直接担うべき分野と民間ノウハウや専門性を取り入れ
るべき分野を見極めるための業務分析や、効率的な職員配置などを行う
ことで、サービスアップや人手不足への対応を進める必要がある。

■ モバイルワーク及び在宅勤務の推進 NEW
外勤先でも自席にいるのと同じように仕事ができるモバイル
ワーク環境の整備を図るとともに、在宅勤務の実施に向けた検討
を行い、職員の働き方の多様性を確保していく。

■ ICT の活用による業務の効率化や効果的な活用に関する検討
NEW
市役所における市民サービスの高度化や業務の効率化を推進
するため、会計業務や文書管理の効率化、電子決裁の推進などに
おいて、AIや RPA をはじめとした ICTの効果的な活用に関する
検討を順次進める。 

■ EBPM101の推進に向けた環境整備 NEW
政策立案・決定に当たって、データを有効活用できる職員の育

成に取り組むとともに、EBPM の基礎となるデータ利活用のため
に、オープンデータの適切なデータ形式での整備を推進する。

■ モバイルワーク、在宅勤務が普及し、職
員の働き方改革が進むことで、効果的な
人材活用が可能となる。 

■ 庁内の業務が効率化され、行政サービス
の向上、業務の質の向上、部門間連携の
向上、柔軟な働き方の実現等、庁内の業
務改革が進む。

柔軟かつ 
安定的な 
システム 
更新

■ ICT は日々進歩していることから、既存の情報システムとの互換性に配
慮しつつ、技術環境の変化に柔軟に対応し、最も効果的かつ効率的な情報
システムやサービスの活用に努める必要がある。

■ ハイブリッドクラウド 102基盤構築 NEW
経費の抑制と高度な行政サービス維持の両立に向けて、民間の
クラウドサービスと札幌市データセンター103 を組み合わせ、効
率的かつ安全に利用可能な基盤を構築する。

■ 情報通信伝送路のリスク分散
本庁舎や区役所等を結ぶ全庁舎通信回線の追加を行うことに
より、通信障害リスクの低減に努める。

■ 情報システムやサービスの更新が柔軟
かつ低コストで行われる。

■ 情報システムを安定運用できる環境を
構築することにより、障害のリスクが低
下し、安定した行政サービスを提供でき
る。 

オープン 
データの 
推進 

■ 市役所庁内におけるオープンデータに関する認知度や利用度が低い。

■ 行政が保有しているデータのオープンデータ化をさらに推進する必要が
ある。

■ オープンデータの推進 
全庁的な体制でオープンデータを推進していくとともに、オー

プンデータに関する庁内研修や講演等を実施することにより、さ
らなる推進を図る。

■ 市民自ら施策の妥当性を評価または理
解することが容易になり、行政への関心
を深めることに寄与する。 

■ 官民協働のデータの利活用が進み、新た
なサービスが生まれる。 


